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追加型投信/内外/株式

SMBC・アムンディ クライメート・アクション
®

クライメート・アクション®はアムンディ・ジャパンの登録商標です。

3

第27回 国連気候変動枠組条約締約国会議（COP27）
2022年11⽉にエジプトで開催、論点は︖

当資料において、「SMBC・アムンディ クライメート・アクション®」を、「クライメート・アクション® 」と呼ぶことがあります。

COPは「Conference of the Parties」の頭⽂字による略称です。
「締約国（条約を結んだ国々）による会議」という意味で、世の中には
いろいろなCOPがあります。特に1992年に採択され、1994年に発効し
た気候変動に関する条約「国連気候変動枠組条約」の締約国会議のこ
とが広くCOPとして認識され、報道にも多く取り上げられています。
2022年11月6日から第27回目のCOPが開催されます。

よく目にするけど

COPってそもそも何︖

出所︓JETRO（⽇本貿易振興機構）および各種報道を基に、アムンディ・ジャパン株式会社が作成。

COP27の注目点 その① COP27の注目点 その②

ロシアによるウクライナ侵攻後の
気候変動対応のロードマップ

気候変動対応の資⾦を強化し
たい新興国

対応促進には前向きも、支援
の数値化には消極的な先進国

新興国の気候変動対策支援の
規模や枠組みの議論

気候変動による新興国の損失
への支援・補償の規模

ウクライナ侵攻による資源価格
の高騰への対処

ロシアの化⽯燃料への依存から
の脱却計画「リパワーEU」の
推進

公的資⾦のみならず、⺠間資⾦
の呼び込み

（2557030）

2022年11月
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純資産総額（右軸）

基準価額（左軸）

基準価額（税引前分配⾦再投資）（左軸）

追加型投信/内外/株式

SMBC・アムンディ クライメート・アクション
®

（円） （億円）（2019年6月14日（設定日）~2022年10月18日、日次）【基準価額と純資産総額の推移】

（2022年10月18日現在）

基準価額（税引前
分配⾦再投資）

14,685円

基準価額

13,353円

純資産総額

75.4億円

設定来パフォーマンス*

+46.9％

当ファンドの基準価額は、2020年3月のコロナ・ショックや2022年2⽉以降のロシアによるウクライナ侵攻など

の影響等を受け下落する局⾯もありながらも、世界的な気候変動問題への関心の高まり等の追い風も受

け、設定来+46.9％のパフォーマンス*となっています。
* 基準価額（税引前分配⾦再投資）より算出、2022年10月18日現在。

出所︓ CPRアセットマネジメント 2022年9月30日現在

基準価額は信託報酬控除後です。基準価額（税引前分配⾦再投資）は、税引前分配⾦を分配時に再投資したものとして計算しています。

■クライメート・アクション®は世界の気候変動対応に責任を持って取り組む企業の株式に実質的に
投資し、投資信託財産の中⻑期的な成⻑をめざして運⽤を⾏います。

持続可能な方法で
事業展開していると
考える企業に投資

CO2排出量の大幅
な削減に取り組む企
業に投資

持続可能性に欠け、
改善をしないと思わ
れる企業には投資し
ない

持続可能性を
サポートします

変化を推進します 不適切と考えるも
のは回避します

出所︓CPRアセットマネジメントの情報に基づき、アムンディ・ジャパン株式会社が作成。
資⾦動向および市況動向等によっては上記のような運⽤ができない場合があります。上記は、例⽰をもって理解を深めていただくことを⽬的としたイメージ図です。

（イメージ図）

⾦利上昇と景気⾒通しについて、⾦融市場参加者の⼼理状態は⼀段の悪化への警戒と、底入れ期待のはざまで揺れ動いています。
適切な政策が打たれなければ⼤きな波乱が起きることは、9月下旬に英国の財政悪化懸念から英ポンドや英国債が⼀時急落したこと
から明らかです。この時はイングランド銀⾏（中央銀⾏）の介⼊と政策⾒直し観測などで、いったん落ち着きを取り戻しましたが、対応が
遅れれば他市場にも波及していたかもしれません。当面は利上げが継続され、利上げが停⽌されても相当の期間にわたって⾦利が⾼⽔
準で推移する可能性のほうが高いと考えます。また、予想の下方修正が続く7－9⽉期の決算と企業⾃体による業績⾒通しに関し、株
式市場はまだ最悪の事態を織り込んではいないと思われ、注意が必要です。このため、ポートフォリオでは引き続きある程度現⾦を保有
して慎重なスタンスを維持しつつ、クオリティの⾼い銘柄や⾒通しの良好な成⻑株を適正な価格で購⼊する機会を探っています。
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追加型投信/内外/株式

SMBC・アムンディ クライメート・アクション ®

・

投資リスク

投資信託に関する留意点
■ 投資信託をご購⼊の際は、最新の「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」および⼀体となっている「⽬論⾒書補完
書⾯」を必ずご覧ください。これらは三井住友銀⾏本⽀店等にご⽤意しています。■ 投資信託は、元本保証および利
回り保証のいずれもありません。■ 投資信託は預⾦ではありません。■ 投資信託は預⾦保険の対象ではありません。
預⾦保険については窓⼝までお問い合わせください。■ 三井住友銀⾏で取り扱う投資信託は、投資者保護基⾦の対
象ではありません。■ 三井住友銀⾏は販売会社であり、投資信託の設定・運⽤は運⽤会社が⾏います。
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追加型投信/内外/株式

SMBC・アムンディ クライメート・アクション ®

当資料のお取扱についてのご注意

お申込メモ

・ 当資料は、アムンディ・ジャパン株式会社が作成した資料であり、⾦融商品取引法に基づく開⽰資料ではありません。
・ 投資信託は、値動きのある有価証券（外貨建資産には為替変動リスクがあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、

投資元本が保証されているものではありません。投資信託の基準価額の下落により、損失を被り投資元本を割り込むことがあります。投資信託
の運用による損益はすべて投資者の皆さまに帰属します。

・ 投資信託は、預⾦や保険契約とは異なり、預⾦保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、登録⾦融機関で
ご購⼊いただいた投資信託は、投資者保護基⾦の⽀払いの対象とはなりません。

・ 当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。
・ 当資料に記載されている運⽤実績等に関するグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の運⽤成果を⽰唆あるいは保証するものでは

ありません。また、税⾦、⼿数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆さまの実質的な投資成果を⽰すものではありません。
・ 当資料に記載されている内容は作成時点のものであり、今後予告なく変更されることがあります。
・ 投資信託のお取引に関しては、クーリング・オフの適用はありません。
・ 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の⼀切の権利は、その発⾏者および許諾者に帰属します。
・ お申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付⽬論⾒書）の内容を必ずご確認のうえ、ご⾃⾝でご判断ください。

アムンディ・ジャパン株式会社
お客様サポートライン 050-4561-2500（受付は委託会社の営業日の午前9時から午後5時まで）
ホームページアドレス︓https://www.amundi.co.jp/

＜ファンドに関する照会先＞

お申込の際は、投資信託説明書（交付⽬論⾒書）でご確認ください。
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追加型投信/内外/株式

SMBC・アムンディ クライメート・アクション ®

⼿数料・費⽤等

投資者の皆さまに実質的にご負担いただく⼿数料等の概要は以下のとおりです。ファンドの費⽤の合計額については保有
期間等に応じて異なりますので、表⽰することはできません。くわしくは投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください。

投資信託説明書（交付⽬論⾒書）のご請求・お申込は 設定・運用は
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